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１． 概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支払等の

有無は問

わない 

                       －１－                   

 

※適用指針以外の退職給付に関する主な会計基準等

は、次のとおり 

・企業会計基準第２６号「退職給付に関する会計基準」 

・企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に関する

会計基準の適用指針」 

・実務対応報告第２号「退職給付制度間の移行等の会

計処理に関する実務上の取扱い」 

・実務対応報告第３３号「リスク分担型企業年金の会

計処理等に関する実務上の取扱い」 

 

（注１）適用指針は、移行前の制度や、改訂が行なわ

れる制度が確定給付型の退職給付制度である場合に

適用される。代表的な退職給付制度を確定給付型と

確定拠出型に分類すると、以下のとおりとなる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注２）支払等には、以下のものが該当する 

 ・年金資産からの支給または分配 

 ・事業主からの支払または現金拠出額の確定 

 ・確定拠出型の退職給付制度への資産の移換 

 

企業会計基準適用指針第１号「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（以下、適用指針）

では、退職給付制度（注１）間の移行または退職給付制度の改訂等によって退職給付債務が

増加または減少した場合の会計処理を定めている。制度間の移行や改訂は、次の３つのパタ

ーンに分類することができる 
 

１．退職給付制度を廃止する場合 

２．退職給付制度間の移行または制度の改訂により、退職給付債務がその減少相当分 

の支払等（注２）を伴って減少する場合 

３．退職給付制度間の移行または制度の改訂により、支払等を伴わずに退職給付債務 

が増加または減少する場合  
 

適用指針では、上記の１または２に該当するときは、退職給付制度の終了に該当し、終了の

会計処理を行なうとされ、３に該当するときは、退職給付債務の変動部分は過去勤務費用に

該当することが示されている 

確定給付型 退職一時金制度 

厚生年金基金 

確定給付企業年金 

確定拠出型 確定拠出年金制度 

中小企業退職金共済

制度 

 

リスク分担型企業年

金（確定拠出型に分類

されるもの） 

【会計処理のフローチャート】 

制度の廃止 制度間の移行 制度の改訂 

支払等を 

伴う 

支払等を 

伴わない 

終了の 

会計処理 

過去勤務 

費用 

支払等を 

伴う 

支払等を 

伴わない 

終了の 

会計処理 

過去勤務 

費用 

終了の 

会計処理 



２．適用の範囲：①退職給付制度の終了 

 

 

全

部

終

了 
 

退職給付制度の廃止（注１） 【該当例】 

・退職金規程の廃止 

・厚生年金基金の解散 

・確定給付企業年金の終了（解散） 

 

 

 

 

 

確定拠出型の退職給付制度へ全部移行（注２） ・退職一時金制度をすべて確定拠出年金制度に移    

 行 

・確定給付企業年金を終了（解散）し、年金資産 

を確定拠出年金制度に移換 

・確定給付企業年金の規約変更を行ない、確定拠 

出型に分類されるリスク分担型企業年金に移行 

 

 

一

部

終

了 

支払等を伴って確定給付型の退職給付制度へ移行 ・退職一時金制度を減額し、減額見合い分を 

従業員に支払 

 
 

 

 

 

 

確定拠出型の退職給付制度へ一部移行（注３） ・退職一時金制度の給付減額、または確定給付企 

業年金の給付減額を行ない、減額見合い分を確 

定拠出年金制度へ移換 
 

 

 

 

 

※大量退職があった場合にも、制度の終了に準じるものとし、終了の会計処理を行なう（注４） 

 

                      －２－                   
 

次のようなケースについて、退職給付制度の終了時点で終了の会計処理を行なう 

（注１）退職一時金制度を廃止し、廃止による退職

金の支払を分割して行なう場合も制度の終了に該

当する。ただし、過去勤務に係る部分を退職時に

支払う場合には制度の終了に該当せず、過去勤務

費用として取扱う 

確定給付型の年金制度を廃止し閉鎖型年金に移

行するケースで、事業主が追加拠出を行なう必要

がほとんどないと認められる場合には全部終了と

みなす 

 

（注２）確定拠出型の退職給付制度は、将来の退職

給付について拠出以後に追加的な負担が生じない

ため、退職給付債務を認識しない。会計上は要拠

出額を費用処理し、確定拠出制度として注記する

取扱いとなる 

 

（注３）退職一時金制度から移行する場合、資産を

分割して移換することとなるが、退職給付制度の

終了に該当する時期は、実際に分割して移換した

時点ではなく、移換額が確定した時点である 

 

（注４）大量退職に該当するかどうかの判断は、個

別企業の実態に応じて行なわれるべきとされる 

  適用指針では、上記のとおり一律の判断基準を

示すことは困難としつつも、従業員が退職するこ

とにより概ね半年以内に 30%程度の退職給付債

務が減少する場合には、大量退職に該当すること

が多いとしている 

 

確定 

拠出 

消滅 

減額見合い分の支

払を伴って消滅 消滅 



２．適用の範囲：②退職給付債務の増額または減額（過去勤務費用） 

 

 

支

払

等

を

伴

わ

な

い

移

行

ま

た

は

改

訂 

  

退職給付制度の給付設計の変更（注１） 【該当例】 

・給与比例制からポイント制への変更 

・給与（ポイント）体系、支給率、定年年齢 

の変更 

 

 

 

 

 

 

 

将来の勤務に係る部分を減額し、将来部分を確定拠

出型の退職給付制度に移行（注２） 

・退職一時金制度や確定給付企業年金におい 

て、将来の勤務に係る給付の全部または一 

部を減額し、減額見合い分を確定拠出年金 

制度に移行 
 

 

 

 

 

他の確定給付型の退職給付制度に移行（注３） ・退職一時金制度の全部または一部を確定給 

付企業年金に移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      －３－                   

 

次のようなケースについては、退職給付制度の終了とはみなさず、過去勤務費用として処理 

（注１）給付水準を大幅に引き下げる制度改訂であ

っても、終了の会計処理は適用せず、過去勤務費

用として取扱う 

  ただし、大規模な経営改善計画の一環として行

なわれる場合であって、当該経営改善計画の実施

による他の損益を一時に計上する場合には、終了

の会計処理を行なうことが可能 

 

（注２）過去の勤務に係る部分の給付は変わらない

ものの、期間定額基準を採用している場合には、

退職給付債務が変動することになる 

なお、給付算定式基準を採用している場合には、

当該移行による退職給付債務の変動が生じない場

合がある 

また、新入社員から確定拠出年金制度へ移行す

るようなケースにおいては、そもそも退職給付制

度間の移行とはみなさない 

 

（注３）原則として移行前後の制度を一体のものと

みなし、移行前の退職給付制度については退職給

付制度の終了には含めない（ただし、移行前の制

度が移行後の制度に名目的にしか引継がれていな

い場合を除く） 

 ＋ 

移行時点において、過去の

勤務に係る部分を保証 

確定給付企業年

金への移行部分 



３．会計処理：①認識・測定の時点 

 
 

終了損益の認識時点 

 【制度変更の種類】 【認識時点】 

退職給付制度の廃止 廃止日：退職金規程が廃止される日、確定給付企業年

金が終了（解散）する日 

支払等を伴う制度の移行または改訂 施行日：改訂された規程等が施行される日 

大量退職 支払等の額が合理的に算定される時点（注１） 

過去勤務費用の測定時点 

 支払等を伴わない制度の移行または改訂 改訂日：労使の合意の結果、規程や規約の変更が決定

され周知された日（注２） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

   
   

  

 

 

 

 

 

 

 

（注１）大量退職による終了の会計処理を行なう時

点は、大量退職となるような計画が具体的に実行

されたという事実（例えば、大量退職の計画に基

づき、従業員が署名した退職届を企業が正式に受

領したとき）に基づいて、支払等の額が合理的に

算定できる時点にて行なうものと考えられる 

 

（注２）改訂日は、施行日と異なる場合がある 

 

（注３）廃止日または施行日が翌期となる場合であ

っても、規程等の改訂日が当期中であり、終了損

失の発生の可能性が高く、かつその金額を合理的

に見積もることができる場合には、当該終了損失

の額を当期の退職給付費用として計上する必要が

ある 

 

（注４）当期中に改訂日が到来する場合には、施行

日が翌期であっても、改訂後の制度に基づいて期

末の退職給付債務を計算する 

                      －４－                   

 

変更後の制度が開始 
過去勤務費用の測定 

終了損益の認識 

過去勤務費用

を測定 
会計上は、改訂日から変更後の制度が

始まったものとみなす（注４） 

終了損益の認識および過去勤務費用の測定時点は以下のとおりとなる 

認識・測定時点のイメージ 

決算日 

 
◆ 

廃止日・施行日が決算日前の場合、

終了損益を当期の損益に計上する 

廃止日・施行日が決算日後であっても、当期

中に終了損益を計上する場合がある（注３） 

施行日 改訂日 決算日 

 

▼ ◆ ▼ 



３．会計処理：②退職給付制度の終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      －５－                   

 

①および②について 

損益認識 

【特別損益に純額表示】 

未認識項目のう

ち、終了部分に対

応する額（注３） 

 

（注１）積立状況を示す負債の額は、個別財務諸表

では「退職給付引当金」、連結財務諸表では「退

職給付に係る負債」となる。本資料では「退職給

付引当金」を用いている（以下、同じ） 

 

（注２）未認識項目は、会計基準変更時差異の未処

理額・未認識過去勤務費用・未認識数理計算上の

差異で構成される 

  ただし、簡便法においては会計基準変更時差異

の未処理額のみとなる 

 

（注３）終了部分に対応する額は、終了した時点に

おける退職給付債務の比率、もしくはその他合理

的な方法により算定する 

 

（注４）この設例では、①から②を引いた額が正と

なる場合には、その額を「特別利益」として認識

し、負となる場合には「特別損失」として認識す

ることとなる 

 
 

退職給付 

引当金 

（注１） 

退職給付債務 

未認識項目 

（注２） 

年金資産 

支払等により 

年金資産減少 

終了により 

退職給付債務 

減少 

Ａ･Ｂ 

の差額 

①・②を 

終了時点で 

損益認識 

（注４） 

① 

② 

Ｂ 
Ａ 

未認識項目 

（注２） 

退職給付 

引当金 

（注１） 

年金資産 

退職給付債務 

終了前 終了前 終了後 

終了損益を認識する時点で、以下の金額を把握する 

① 終了した部分に係る退職給付債務の額と、その減少分相当

額の支払等の額との差額 

② 未認識項目のうち、終了部分に対応する額 

●終了の会計処理のイメージ図 



３．会計処理：③退職給付債務の増額または減額（過去勤務費用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）改訂日において、改訂後の規程等の施行日

が到来していない場合であっても、改訂日におい

て規程等が改訂されたものとして退職給付債務を

計算する 

 

（注２）過去勤務費用は、原則として、各期の発生

額について、平均残存勤務期間以内の一定の年数

で按分した額を毎期費用処理する 

  過去勤務費用と数理計算上の差異は発生原因ま

たは発生頻度が相違するため、費用処理年数はそ

れぞれ別個に設定することができる 

 

（注３）過去勤務費用を発生時に全額費用処理して

いる場合において、その金額が重要である場合に

は、特別損益として計上することができる 

 

                      －６－                   

 

未認識項目 

年金資産 退職給付債務 

・測定時点（改訂日）において、改訂前後の退職給付債務を計算（注１） 

・その差額が過去勤務費用に該当する 

改訂前 

 

未認識項目 

退職給付 

引当金 

年金資産 退職給付債務 

改訂後 

●過去勤務費用の測定のイメージ図 

過去勤務費用 

に該当（注２） 

改訂により 

退職給付債務 

が変動 

退職給付費用 

に含めて 

経常損益に表示 

（注３） 

 

退職給付 

引当金 



４．ケーススタディ：①確定拠出年金制度への移行 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移行前 

退職給付債務 

1,000 

年金資産 

700 

会計基準変更時差異 

150 

過去勤務費用 

50 

数理計算上の差異 

 

60 

移行前 

移行による減少 

400 

【移行前の 40％に相当】 

退職給付引当金 

160 

60＋20－24＝56 

②の合計 

確定拠出年金制度 

への移換による減少 

   320 

   

① 

差額 

80 

  ② 

24 

=60×40％ 

  ② 

60 

=150×40％ 

  ② 

20 

=50×40％ 

「益」として認識 

 

「損」として認識 

 

【必要な仕訳】 

①退職給付債務の減少に伴う処理 

退職給付引当金 80 ／ 退職給付費用（終了損益） 80 

②未認識項目の移行時の処理 

退職給付費用（終了損益） 56 ／ 退職給付引当金 56 

                      －７－                   

 

特別損益として計上 

24（益） 

＝80－56 

【ポイント】 

・確定拠出年金制度への移行部分について、終了の会計を

適用する 

・未認識項目のうち、終了部分に対応する額は、終了した

時点における退職給付債務の比率その他合理的な方法に

より算定する 

ａ．確定給付型の企業年金制度から過去分も含めて移行する場合 

◆確定給付企業年金の一部を過去分から確定拠出年金制度へ移行する例 

終了 

（年金財政上の積立不足はないと仮定） 

≪適用指針設例Ａ－1≫ 

移行前 

退職給付債務 

600 

年金資産 

380 

会計基準変更時差異 

90 

過去勤務費用 

30 

数理計算上の差異 

36 

移行後 

 

退職給付引当金 

136 



４．ケーススタディ：①確定拠出年金制度への移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移行前 

退職給付債務 

1,000 

退職給付引当金 

860 

移行前 

移行による減少 

400 

【移行前の 40％に相当】 

60＋20－24＝56 

②の合計 

確定拠出年金制度 

への移換による減少 

   380 

=（95×4 年間） 

   
①  

差額 

20 

  ② 

24 

=60×40％ 

  ② 

60 

=150×40％ 

  ② 

20 

=50×40％ 

「益」として認識 

 

「損」として認識 

 

4 年で分割移換 

会計基準変更時差異 

150 

過去勤務費用 

50 

数理計算上の差異 

 

60 

【必要な仕訳】 

①退職給付債務の減少に伴う処理 

退職給付引当金 380    現金預金 95 

              未払金  285 

退職給付引当金  20 ／ 退職給付費用（終了損益） 20 

②未認識項目の移行時の処理 

退職給付費用（終了損益） 56 ／ 退職給付引当金 56 

特別損益として計上 

36（損） 

＝－20＋56 

                      －８－                   

 

ｂ．退職一時金制度から過去分も含めて移行する場合 

終了 

【ポイント】 

・確定拠出年金制度への移行部分について、終了の会計を

適用する 

・資産は、移行日の属する年度も含めて４～８年で各年度

均等に分割して移換されるが、退職給付制度の終了に該

当することになるのは、実際に資産を移換した時点では

なく、移換額が確定した時点である。会計処理上は、移

換額確定時点で移換額（総額）を退職給付引当金から取

崩し、実際に移換が行なわれるまでは未払金として計上

することになる 

 

≪適用指針設例Ａ－２≫ 

移行前 移行後 

 

退職給付引当金 

516 

会計基準変更時差異 

90 

過去勤務費用 

30 

数理計算上の差異 

36 

退職給付債務 

600 



４．ケーススタディ：①確定拠出年金制度への移行 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      －９－                   

 

ｃ．将来分から移行する場合  

◆確定給付企業年金の将来分から確定拠出年金制度へ移行する例 

【ポイント】 

・退職給付債務の減少分を過去勤務費用として処理（終了の会計処理は適用しない） 

・給付算定式基準を採用している場合には、制度改訂による退職給付債務の変動がなく過去勤務費用

が発生しないケースがある 

移行 

≪適用指針設例Ａ－３≫ 

移行後 

移行前から存在していた 
過去勤務費用 

50 

数理計算上の差異 

60 

相殺 50 

退職給付債務の減少分 

 
 

過去勤務費用として処理 

300 

     

移行後 

年金資産 

600 

退職給付引当金 

260 

会計基準変更時差異 

150 

過去勤務費用 

250（＝300-50） 

退職給付債務 

700 

移行前 

退職給付引当金 

260 

会計基準変更時差異 

150 

過去勤務費用 

50 

数理計算上の差異 

60 

将来分について、確定

拠出年金制度へ移行す

ることにより減少 

300 

【全体の 30％に相当】 
 

移行前 

退職給付債務 

1,000 

年金資産 

600 



４．ケーススタディ：②確定給付型の退職給付制度間の移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【必要な仕訳】 

①退職給付債務の減少に伴う処理 

退職給付費用（終了損益） 100 ／ 退職給付引当金 100 

②未認識項目の移行時の処理 

退職給付費用（終了損益） 84 ／ 退職給付引当金  84 

                      －１０－                  

 

ａ．支払等を伴う場合 

◆確定給付企業年金を終了→年金資産を全て分配し、未積立部分については退職一時金制度に移行

する例 

減少した退職給付債務に対応する部分について、終了の会計処理が必要（一部終了と認識） 

特別損益として計上 

184（損） 

＝100＋84 

≪適用指針設例Ｂ－１≫ 

移行前 

●確定給付企業年金制度 

移
行 

退職一時金制度に 
そのまま引継 

制度変更時点 

移
行
前
後
の
制
度
を
一
体
の
も
の
と
み
な
し
、 

①
移
行
前
の
制
度
は
制
度
終
了
に
は
含
め
な
い 

②
制
度
間
移
行
に
よ
る
退
職
給
付
債
務
の
増
減 

額
は
移
行
後
の
制
度
に
お
け
る
過
去
勤
務
費
用 

と
し
て
取
扱
う
（
当
該
ケ
ー
ス
で
は
移
行
前
＝ 

移
行
後
＝
４
０
０
の
た
め
発
生
し
て
い
な
い
） 

退職一時金制度へ 

の移行により減少 

400 
 

 退職給付引当金 

344 

会計基準変更時差異 

60 

過去勤務費用 

20 

退職給付債務 

400 

数理計算上の差異 

24 

制度変更時点 

●退職一時金制度 

確定給付企業年金制度 

からの移行により増加 

400 

 
 退職給付引当金 

344 

会計基準変更時差異 

60 

過去勤務費用 

20 

退職給付債務 

400 

数理計算上の差異 

24 

 

終了 

分配金支払により清算 
された退職給付債務 

600 
【終了前の 60％に相当】 

 制度終了に伴い、全 

額分配金として支払 

700 

●確定給付企業年金制度 

6

0 

退職給付債務 

1,000 

年金資産 

700 

 

 
退職給付引当金 

 
 
160 

会計基準変更時差異 

150 

過去勤務費用 

50 

数理計算上の差異 

60 

② 

30 
＝50×60％ 

② 
90 

＝150×60％ 

 

① 
差額 

100 

「損」として認識 

 

② 
36 

＝60×60％ 

「益」として認識 

90＋30－36＝84 

②の合計（損） 

（年金財政上の積立不足はないと仮定） 

 



４．ケーススタディ：②確定給付型の退職給付制度間の移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ポイント】 

・移行前後の制度を一体のものとみなすため、移行前の制度における退職給付債務の減少は制度の終了には

含めず（制度終了の会計は適用しない）、制度間移行による退職給付債務の増減額は移行後の制度における

過去勤務費用として取扱う 

・移行前の制度が移行後の制度に名目的にしか引き継がれていない場合には、制度終了の会計を適用する 

一部を確定給付企業 

年金に移行 

                      －１１－                  

 

ｂ．支払等を伴わない場合 

◆退職一時金制度の一部を確定給付企業年金に移行する例 

 移行前 

●退職一時金制度 

移行後 

移行後の制度へ引継ぎ 

制度移行に伴い 

発生した過去勤務 

費用として取扱う 

30 

●確定給付企業年金制度 

確定給付企業年金への 

一部移行により減少 

400 
【全体の 40％に相当】 

516 

移行 

●退職一時金制度 

6

0 

退職給付債務 

1,000 

退職給付引当金 

860

0 

会計基準変更時差異 

150 

過去勤務費用 

50 

数理計算上の差異 

60 

移行引継額 

20 
＝50×40％ 

移行引継額 
60 

＝150×40％ 

退職給付債務減少相

当額＝移行引継額 
344 

＝860×40% 

移行引継額 
24 

＝60×40％ 

一時金制度を年金化する

ことにより増加した 

退職給付債務 

30 

退職給付引当金 退職給付債務 

600 

数理計算上の差異 

36 

会計基準変更時差異 

90 

過去勤務費用 
30 

退職給付引当金 

344 

退職給付債務 

430 

会計基準変更時差異 
60 

過去勤務費用 
50（＝20＋30） 

数理計算上の差異 
24 

制度終了には

該当しない 

制
度
全
体
で
捉
え
た
場
合
、
移
行
前
と
移
行
後
で
実
質
的
に
同
じ
で
あ
る 

≪適用指針設例Ｂ－２≫ 



４．ケーススタディ：③大量退職の会計処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

終了前 

大量退職による減少 
400 

【終了前の 40％に相当】 

 

 

 退職金支払 
による減少 

320 

60 

退職給付債務 

1,000 

退職給付引当金 

920 

会計基準変更時差異 

90 

過去勤務費用 

50 

数理計算上の差異 

60 

② 
20 

＝50×40％ 

② 

36 
＝90×40％ 

「損」として認識 

② 

24 
＝60×40％ 

「益」として認識 

① 

差額 

80 

36＋20－24=32 
②の合計（損） 

                      －１２－                  

 

◆通常の退職率をはるかに超える退職があり、それが適用指針上の「大量退職」に該当する場合の例 

【ポイント】 

・退職による退職給付債務の減少分について終了の会計処理を適用する 

・大量退職に該当するかどうかは、退職給付債務や年金資産に与える影

響により個別に判断することになる 

・給付支払のうち、退職給付債務として認識していない部分の退職金（早

期割増退職金等）については、給付支払額を費用として処理する（そ

の部分については退職給付引当金からの取崩しを行なわない） 

・大量退職の結果、平均残存勤務期間が短縮または延長し、これに伴っ

て従来の費用処理期間を変更する必要が生じた場合には、退職給付に

関する会計基準の適用指針第 40 項に従い処理する 

【必要な仕訳】 

①退職給付債務の減少に伴う処理 

退職給付引当金 400   現金預金         320 

             退職給付費用（終了損益） 80 

②未認識項目の大量退職時の処理 

退職給付費用（終了損益） 32 ／ 退職給付引当金 32 

特別損益として計上 

48（益） 

＝80－32 

終了 

≪適用指針設例Ｃ≫ 

退職給付債務 

600 

退職給付引当金 

552 

会計基準変更時差異 

54 

過去勤務費用 

30 

数理計算上の差異 

36 

終了後 



４．ケーススタディ：④リスク分担型企業年金への移行 

 

  

移行前 

年金資産 

退職給付債務 

退職給付引当金 

未認識項目 

移行前 移行後（注２） 

移行によって 

退職給付債務 

は消滅 

 

 

年金資産はリスク 

分担型企業年金へ 

全額移換 

未認識項目は 

一括して認識する 

移行 

退職給付引

当金の取崩

益が発生 

●確定給付企業年金 ●リスク分担型企業年金 

総額を特別損益として純額表示 

 

給付現価 

特別掛金収入現価 

標準掛金収入現価 

年金資産 年金資産 

標準掛金収入現価 

特別掛金収入現価 

給付現価 

財政悪化リスク 

相当額 
リスク対応掛金 

収入現価（注３） 

繰越不足金 

移行 

特別掛金の総

額を未払金と

して計上 

  年金財政状態（参考） 

                      －１３－                  
 

・確定拠出型に分類されるリスク分担型企業年金への移行は、退職給付制度の終了に該当 

・終了の会計処理に加えて、特別掛金の総額を未払金として計上（注１） 

（注１）特別掛金の総額は制度の導入時に既に生じ

た積立不足に対応するものであり、制度の導入時

に総額を費用計上し、対応する負債が計上される。

なお、特別掛金の総額は年金財政上の特別掛金収

入現価とは異なり、割引前の金額となる。 

 

（注２）ここでは退職給付制度をすべてリスク分担

型企業年金に移行させる前提としている。退職給

付制度の一部をリスク分担型企業年金に移行させ

る場合には、退職給付債務・年金資産・未認識項

目のうち、移行に係る分について終了の会計処理

を行なう。 

 

（注３）翌期以降に拠出することが要求されるリス

ク対応掛金額およびその拠出に関する残存年数を

注記する必要がある。 

 

 



４．ケーススタディ：④リスク分担型企業年金への移行 

 

  

 

 

移行前 

退職給付債務 

6,500 

年金資産 

4,000 

数理計算上の差異 

50 

移行前 

移行により消滅 

退職給付引当金 

2,450 差額 

2,500 

「益」として認識 

  50 

「損」として認識 

終了 

リスク分担型企業

年金に全額移換 

   

 

【必要な仕訳】 

①退職給付制度の終了に伴う処理 

退職給付引当金 2,500  ／ 退職給付費用（終了損益） 2,500 

②未認識項目の移行時の処理 

退職給付費用（終了損益） 50 ／ 退職給付引当金 50 

                      －１４－                
 

 

給付現価 

6,000 

標準掛金収入現価 

2,000 

年金資産 

4,000 

標準掛金収入現価 

2,000 

給付現価 

6,000 

財政悪化リスク相当額 

2,000 

リスク対応掛金収入現価 

2,000 

年金資産 

4,000 

移 

行 

 年金財政状態（参考） 

リスク対応掛金未拠出額（割引前）   2,280 

a．特別掛金が設定されていない場合  

◆確定給付企業年金から確定拠出型に分類されるリスク分担型企業年金へ全部移行する例 

 

特別損益として計上 

2,450（益） 

＝2,500－50 

≪実務対応報告第33号 設例 1≫ 



４．ケーススタディ：④リスク分担型企業年金への移行 

 

 

b．特別掛金が設定されている場合  

◆確定給付企業年金から確定拠出型に分類されるリスク分担型企業年金へ全部移行する例 

 

 

 

移行前 移行前 

移行により消滅 

リスク分担型企業

年金に全額移換 

   

差額 

2,500 

「益」として認識 

  50 

「損」として認識 

年金資産 

4,000 

退職給付引当金 

2,450 

数理計算上の差異 

50 

退職給付債務 

6,500 

 

456 

特別損益として計上 

1,994（益） 

＝2,500－50－456 

【必要な仕訳】 

①退職給付制度の終了に伴う処理 

 退職給付費用（終了損益） 456 ／ 未払金           456   

退職給付引当金     2,500  ／ 退職給付費用（終了損益） 2,500 

②未認識項目の移行時の処理 

退職給付費用（終了損益） 50 ／ 退職給付引当金 50 

移行時点の特別掛金の総額は未払金として計上し、損益を認識する 

終了 
 

給付現価 

6,400 

標準掛金収入現価 

2,000 

年金資産 

4,000 

給付現価 

6,400 

財政悪化リスク相当額 

2,000 

リスク対応掛金収入現価 

2,000 

移 

行 

 年金財政状態（参考） 

特別掛金収入現価 200 

繰越不足金  200 

年金資産 

4,000 

標準掛金収入現価 

2,000 

特別掛金収入現価 400 

リスク対応掛金未拠出額（割引前）   2,280 

特別掛金未拠出額（割引前）       456 

                      －１５－                
 

≪実務対応報告第33号 設例２≫ 


